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閣僚理事会の理由草案












１．　2013 年７月９日に、ＥＵ委員会は、条約第 114 条に基づく提案及び「デ
ジタル時代へのＥＵパック旅行法の適合」というタイトルの報告を提出した。
２．　2013 年９月６日に、閣僚理事会は、経済社会委員会を聴聞することを決
定した。2013 年 12 月 11 日に、同委員会はその意見を承認した。
　　2013 年９月に、閣僚理事会は、地域委員会を聴聞することを決定した。同
委員会はその意見を提出しないことを決定した。
３．　2014 年３月 12 日に、欧州議会は、第１読会においてその見解を決定し、
その際に委員会提案における 132 の変更を承認した。







５．　2014 年 12 月４日に、閣僚理事会（競争力）は、議長が欧州議会との交渉
開始の全権を勤める一般的な開催を承認した（Dok.16054/14）。
６．　2015 年２月４日、３月 22 日、４月 22 日及び５月５日に、この交渉の枠
内で４回の非公式な三者会談 Trilog がおこなわれた。５月５日の Trilogの枠
内で、欧州議会と閣僚理事会議長はさまざまな利益を適切に考慮した総合妥
協法案に対する仮合意を達成した。
７．　2015 年５月 28 日の会議で、閣僚理事会（競争力）は、こうした事情を考
慮して、公文書8969/15及び8969/15COR1に示されている政策的合意に達した。
８．　その後、2015 年６月 17 日の書面で、欧州議会は閣僚理事会に、欧州議会
は閣僚理事会の見解を何ら修正することなく第２読会で是認するであろうと




































































































































び事業者のために、加盟各国は、国内法化及び適用のために 24 乃至 36 カ月
の期間を有する。
．　付録Ⅰ及びⅡ
　「リンクされた旅行手配」の概念を実務上役に立つようにするために、閣僚
理事会は、簡単な表現方法でかつ標準的な方式で、パック旅行及びリンクさ
れた旅行手配に関する旅行者及び事業者の権利義務が説明されている、２つ
の付録を添付した。
Ⅳ　結論
　閣僚理事会は、その見解の決定にあたり、ＥＵ委員会の提案及び欧州議会の
第１読会において決定された見解を包括的に考慮した。現在の条文は、交渉の
41 － 新ＥＵパック旅行指令に関する閣僚理事会の理由草案（髙橋）
－ 176 －
中で述べられたさまざまな見解を適切にかつバランス良く考慮しており、旅行
者及び事業者に簡明だが効果的な、かつ将来性のある、実務でも遵守可能であ
る枠組みを保障すべきである。
